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川崎市のプロフィール

人口 １４０．９万人(2009．9)

面積 １４４．３５Km２

市内総生産 ４兆６４５５億円(2005)

主要産業 製造業、サービス業

運輸・サービス業

主要製造業 一般機械、金属製品

電機

発展産業 新製造技術、情報通信

環境、福祉、生活文化



温室効果ガス排出量の推移
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川崎市の温室効果ガス排出量



算定年間スケジュール

■平成20年度 ●５月 委託契約

●11月中旬 算定結果記者投げ込み

ＨＰに掲載

■平成21年度

2005年度(確定値)

2006年度(速報値)

2006年度(確定値)

2007年度(速報値)

●４月 委託契約

●６月中旬 算定結果記者投げ込み

ＨＰに掲載

平成21年度は、新実行計画策定作業の基礎資料とするため、算定スケジュー
ルを早めている。（公表時期とほぼ同時期に審議会等にデータ提示）



算定手法の検討

地球温暖化対策地域推進計画策定ガイドラインに基づきながら、各種統
計調査結果を活用し、マクロ的な分析を実施

⇒ 部門別、種類別の排出量を推計し、地球温暖化対策の検討や進行管理
における基本データとして活用

■これまでの算定手法

□地球温暖化対策への関心の高まり、地球温暖化対策推進法等の改正
□算定に求められる正確性、他制度等との整合性
□地方自治体として求められる取組も啓発を中心とした取組から、地域特
性を踏まえた低炭素型の都市づくりや交通体制の整備など多種・多様な
具体的削減策まで期待されており、その役割は広がりを見せている。

【検討背景】

■課題等

■新しい算定手法の方向性

●各種統計の按分を中心とした手法から、できる限り実態に近い数値の把握
が可能な算定手法を検討
●南北に幅広い本市の特性を考慮し、区別施策の検討の基本データとするた
め、区別の温室効果ガス排出量を算定



川崎市の温室効果ガス排出量算定手法

【特徴】

● 地球温暖化対策推進法の公表データ（ＳＨＫ）の活用

● 行政区別の温室効果ガス排出量が把握できる算定手法

の導入

● 対策効果が反映できる算定手法の導入

（地域性を考慮した（実態を反映できる）算定手法）



産業部門･民生業務部門の算定手法
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□エネルギー消費統計、ＳＨＫ及び事業所・企業統計の組み合せによる推計



産業部門･民生業務部門の算定手法
■推計フローまとめ

SHK：地球温暖化対策推進法算定報告公表制度

エネ消費統計：エネルギー消費統計調査結果

事業所・企業統計：事業所・企業統計調査結果



民生家庭部門の算定手法
■推計フローまとめ



川崎市統計書
抜 粋



運輸部門（自動車）の算定手法
□交通流対策の効果を算定に反映

□川崎市の地域特性を踏まえ、通過地としての算定

■推計フローまとめ



廃棄物部門の算定手法

■産業廃棄物の焼却の推計フロー

環境省公表の「産業廃棄処理施設の設置、
廃棄物処理業の許可等に関する状況」の廃
棄物種類別の産業廃棄物処理施設許可施
設数で按分（全国及び川崎市）

下水汚泥の焼却は、市の直接データを利用

市の焼却量及び組成分析結果データを利用し、直接把握

■一般廃棄物の焼却



その他の排出量算定手法①

■廃棄物以外の非エネルギー起源ＣＯ２の推計フロー

■廃棄物以外のＣＨ４、Ｎ２Ｏ



その他の排出量の算定手法②

■ＨＦＣ、ＰＦＣ、ＳＦ６



行政区別の温室効果ガス算定手法

●産業部門･民生業務部門

●民生家庭部門

□ＳＨＫデータは所在地が明らかである。
□ＳＨＫ以外の排出量は事業所・企業統計の事業所数を用いており、行政
区別データが得られる。
□大気汚染総合調査結果等

□都市ガス：供給会社からの情報提供
□電力、灯油、プロパン：行政区別の住宅構造別世帯人員別世帯数を考慮

の上、世帯数で按分
●運輸部門

□自動車：道路交通センサスのデータの観測地点により分類
□鉄道：ＰＴ調査のＯＤ表から区別を算定
□船舶：１行政区のみ

●廃棄物部門

□市の一般廃棄物焼却施設所在地による。
□産業廃棄物処理許可施設の所在地による。



算定にあたっての課題等①

●ＳＨＫ対象外の推計についての制度の向上について

⇒ エネルギー消費統計の安定性について（2006年度～）

⇒ 各種統計書の利用方法、統計データが入手できない場合の対応

●算定結果の市の施策等への反映について

⇒ できる限り実数値を採用かつ地域特性を踏まえた算定手法を採用

⇒ 排出量の算定精度の向上 ⇒ 算定結果の考察

⇒ 毎年の排出量の変動要因分析 ⇒ 対策へ反映

電力の排出係数以外の要因分析等



算定にあたっての課題等②

●地球温暖化対策推進法の改正に伴う把握可能データ量について

●データの「市民への見える化」について

⇒ 新たな情報の反映

⇒ エネルギー供給事業者等からのデータ提供について

●地球温暖化対策地方公共団体実行計画策定マニュアルとの整合性について

●神奈川県の算定結果との整合性について

【算定手法の改善に向けて】

（仮称）川崎市地球温暖化対策条例の策定

事業活動に関する地球温暖化対策計画書制度の導入



参考：算定方法と利用統計データ



参考：算定方法と利用統計データ



参考：算定方法と利用統計データ



参考：算定方法と利用統計データ



参考：算定方法と利用統計データ



参考：算定方法と利用統計データ
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